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（公務員型）

一般地方独立行政法人

（非公務員型）

地方公務員 非公務員（民間労働者と同じ）

適用法令 地方自治法 派遣法（本人同意を前提）

派遣期間 期限なし ３年（同意があれば５年可）

労働基本権 労働三権 団結権、団体交渉権適用、争議権なし 労働三権を全面適用

分限・懲戒

法定事由でなければ、意に反して降任・休職・免

職されない

降任・休職・免職（解雇）事由については、法人

が個々に定める

適用法令 地方公務員法、分限、懲戒条例 法人が定める就業規則

適用法令 地方公務員法の服務規程を適用 法人の就業規則等で規定

政治的行為 地公法の規定は、特定職員を除き適用除外 職場内や就業時間内の活動は禁止

原則 国、設立団体職員の勤務条件を考慮 社会一般情勢の適合を考慮

適用規程

団体交渉を通じ労働協約を締結

法人の就業規則等で規定

（設立団体へ届出・公表義務あり）

団体交渉を通じ労働協約を締結

法人の就業規則等で規定

原則

職務給の原則、能率を考慮

国、設立団体の給与水準を考慮

（設立団体へ届出・公表義務あり）

勤務成績、業績を考慮

社会一般情勢の適合を考慮

（設立団体へ届出・公表義務あり）

適用規程 法人が定める給与に関する規程 法人が定める給与に関する規程

社会保障 雇用保険 雇用保険法適用除外 雇用保険法適用



特定独法（公務員型）と一般独法（非公務員型）の職員身分・処遇にかかる事項の比較（主なもの）

身分

給与等

勤務条件

服務

身分保障

設立団体からの派遣


大阪府立病院機構の一般地方独立行政法人（非公務員型）への移行について






資料３





■趣旨・目的


医療や病院経営をめぐる環境変化に対応しながら、診療機能のさらなる充実や経営改善に、より一層柔軟かつ迅速に取り組むことができる病院運営体制を確立するため、


特定地方独立行政法人（公務員型）から、さらに自律性・機動性の高い一般地方独立行政法人（非公務員型）への移行を図る。











■特定地方独立行政法人（公務員型）と一般地方独立行政法人（非公務員型）の分類





地方独立行政法人の役職員等の身分は、地方独立法人法において特定地方独立行政法人（公務員型）、それ以外の法人を一般地方独立行政法人（非公務員型）と規定されている











■一般独立行政法人（非公務員型）までの経過・スケジュ－ル





H18.4		地方独立行政法人大阪府立病院機構設立（公務員型独法）


高度専門医療の提供と府域の医療水準の向上、患者・府民の満足度向上


安定的な病院経営の確立を目指して独立行政法人化


⇒　医療観察法に基づく指定入院機関（精神医療C）の指定要件が地方公共団体直営又は特定地方独立行政法人（公務員型）であったため、公務員型の独法を選択（都道府県立病院で地方独法化は全国初）





H21.3		指定医療機関等の指定に関する省令改正（厚生労働省）


⇒　医療観察法に基づく指定入院機関（府精神医療C）の要件が一般地方独立行政法人（非公務員型）に移行した場合も、引き続き指定可とされた





H22.1		「大阪府立病院機構の新たなマネジメント戦略(H22.1月)」策定


       府戦略本部会議で一般地方独立行政法人（非公務員型）への移行方針決定


＜課題＞地方独立行政法人法の改正が必要


・当時の地方独立行政法人法では「非公務員型」に移行するための定款変更はできず、一旦法人を解散し、「清算」「再設立」が必要であった





-法改正に向けた国への要望活動を開始-





H23.4		第２期中期目標・中期計画で「非公務員化」を進めることを明記





H25.6.14	地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律施行


⇒　特定地方独立行政法人（公務員型）から一般地方独立行政法人（非公務員型）への変更が可能となる法改正


＜法改正の概要＞


・特定独法（公務員型）を一般独法（非公務員型）とする場合に限り変更可能


・定款変更は、評価委員会の意見聴取、議会の議決、総務大臣等の認可が必要


・法人種別変更に伴う、権利・義務の承継、職員の引継ぎ、地公法上の特別職地方公務員等へのみなし、退職手当の通算、労働組合の経過措置、不当労働行為の申立て等の経過措置が法的に手当　など





＜今後の予定＞


H25.8.21	地方独立行政法人評価委員会　意見聴取


9月	大阪府議会9月定例会　定款変更にかかる議案を上程・議決


12月	総務省へ認可申請・認可








H26.4.1	府立病院機構の一般地方独立行政法人（非公務員型）への移行


（予定）








■非公務員化の効果（例示）


〇営利企業等従事制限等の緩和により医師、看護師等の活動の範囲が拡大する


→地域医療への貢献や民間との共同研究をこれまで以上に積極的に進めることができる





〇より柔軟な採用方法の活用、営利企業等従事制限の緩和等を図ることができる


→優れた能力・専門性を持った人材の確保が可能に





〇法人の業務実績に応じた給与基準の設定が可能となる


→給与に、より的確に業務実績を反映させることにより職員の勤務意欲の向上が期待できる








【参考】全国の地方独立行政法人（病院）の設立状況（H25.4.1現在）


〇特定地方独立行政法人3法人（都道府県立3、市町村立0）府立病院機構除く


　　　　　　・山梨県立病院機構(H22)、三重県立総合医療センター(H24)、岡山県精神科医療センター(H19)


○一般地方独立行政法人34法人（都道府県立14、市町村立20）
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